
 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                             ２００７年８月１０日 

県政記者クラブの皆様 

                   くらし・しぜん・いのち 岐阜県民ネットワーク  

    寺町知正 

                      

 岐阜県議選・ポスター代の過剰な請求・交付分の返還に関す

る住民監査請求の結果に対する請求人のコメント 

 

標記に関しての監査結果の内容の分かる書類が FAXで案内されてきましたので、住民監査

請求人を代表して以下コメントいたします。 

 

(１) 従来の岐阜県監査委員は、住民監査請求を受けても県以外のものについての監査は

できないとしていた。その点からすれば、業者からも書類を提出させてたことは従来の監

査と比べて前向きであったとはとらえる。 

 

(２) ６月１８日に私たちが住民監査請求したわけだが、県の市町村課及び選挙管理委員

会に対して６月２０日から８月７日のまでの間に交付額に変更を生じない６候補(６業者)

からの書類の訂正があったこと、他に４候補者(４業者)からの金額の訂正の申し出があり、

最終的に合計１４３万２３３２円の減額・返還手続きがとられたことは、住民監査請求の

効果と考える。 

 

(３) しかし、本件監査結果は、(２)記の自主的返還事実を単に記載したのみであって、

監査の実を得ていないことを明らかにしただけである。(２)記の事実があれば再度厳しく

監査すべきことは当然であるがこれを行わなかったのであるから、監査委員による適法か

つ意義ある監査がなされたとはいえない。 

 

 (４) 平成１９年選挙において(２)の事実があったということは、県及び監査委員は平成

１５年選挙においても同様のことがあった想定して厳しく調査・監査すべき責務が生じたと

いうべきである。高額請求がより多いが故に、一層そのようにいえる。しかし、平成１５年

選挙分を却下したことは、違法な監査である。 

 

(５) 以上(３)(４)のとおり、請求人は、本件違法な監査結果には到底納得できない。よ

って、住民訴訟を提訴し、裁判所の判断を仰ぐこととする。 

 

なお、本件監査によって、「ポスター掲示場の２倍の枚数まで公費負担の対象となるの

は、１回のはり替え分まで公営の対象とする趣旨である」と手引きにおいて明らかとされ

ているという(監査結果６ページ)。しかし、たった１０日間の県議選において、ポスター

を張り替えることを事前に企画し実行した候補をきかない。この点からすれば、掲示場の

数を超える枚数を請求した候補は、その越える部分につき悪意をもって違法に請求したわ

けであるから、訴訟の請求原因の一つになるものである。 

 

                                   以上 


